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Abstract : The purpose of this study was to clarify the current status of pre-service physical education teacher education 
(PETE), teacher employment and in-service PETE in Korea. For this, literature reviews and questionnaire survey were 
conducted to understand basic information and trends of 1) pre-service PETE, 2) teacher employment and 3) in-service 
PETE in Korea.
　 In elementary school teacher training course, planned employment centring national universities under the 
government control has been carried out in order to secure qualities of teachers. In secondary school teacher training 
course, employment ratio tends to be highly competitive because open system for teachers’ license has been adopted. 
　 Pre-service PETE has still been in development stage of formation towards cultivating teachers with high level of 
practical teaching abilities. Developing abilities of utilizing ICT has been particularly emphasized in this process. One of 
the characteristics of in-service PETE can be seen in the system of upgrading Level 2 Regular License to Level 1 after 
graduating universities, and 60 hours of compulsory training course held every year. 
　 There has been more desire for in-service teachers’ training courses held by teacher research groups in education 
districts than academic institute such as universities. In fact, contents of in-service teacher training courses have been 
shifted to practice-based which combine theory with practice with support from universities and teacher research 
groups in education districts.
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Ⅰ　緒　　言

　日本における教員養成の動向を簡潔に外観すると,「新たな
学びを展開できる実践的指導力（文部科学省,2012）), アクティ
ブ・ラーニング型研修や授業への転換, 自律的に学ぶ姿勢(中
略),情報を適切に収集し,選択し,活用する能力や知識を有機的
に結びつけ構造化する力（文部科学省,2015）)」など教職につい
ての資質・能力に関する具体的な姿が示されてきている.教員
養成系大学においては,こうした動向を踏まえつつ,大学ディプ
ロマ・ポリシーとの関連を図り,自立的なカリキュラムの構築を
通して,汎用的な知識やスキル,思考力,判断力,表現力や学び続
ける意欲を有した学士の育成が求められている.
　筆者の所属する体育系大学では,小学校,中学校,高等学校
の教員養成を行っており,転換期を迎える教員養成の在り方の
中で,体育系大学における課程認定校として教員免許再課程認
定に対しての取り組みのプロセスを概観し,提示されたコア・カ
リキュラムに対応した授業事例を例に,求められる教員養成の
在り方について,検討を進めている (佐藤他,2018).
　これらの変化に対応して,国内の教員養成の動向のみならず
諸外国の教員養成及び現職教員研修の動向を収集し,日本に
おける教員養成及び現職教員研修プログラムの開発のための
基礎資料とすることは意義があると言える.特に,近隣諸国であ
る韓国,台湾などの体育科教育及び教員養成の変化の動向を
把握することで,日本が向かうべき教員養成及び現職教員研修
の在り方の参考とすることもその一助となると言える. 
　2015年より隔年で現地訪問を行っている韓国の体育科教育
の動向調査の中で,「2017年韓国における体育・保健体育科教
育の現状(2018)」では,実際の授業観察を通して,学習指導要領
(教育課程)に基づく授業の実施状況について概観をした.本調
査(2019)では,ソウル国立大学Okseon Lee教授（ソウル国立大
学）,Eui chang Choi 教授（ソウル国立大学）のインタビュー調
査より,2019年度における韓国における教員養成の動向につい
て考察するものである.

Ⅱ　研究の目的及び方法
　

　本研究の目的は,韓国における体育科・保健体育科,教員養
成、採用、研修際について明らかにすることにある.
　近年の韓国における学習指導要領の改訂は2007年,2009
年,2015年と比較的短期間でなされている.このようなカリキュラ
ム改訂を踏まえ,韓国の体育教師に求められる資質・能力育成
の動向を明らかにするため, 1) 教員養成, 2) 教員採用, 3)現職
教員研修という3つの視点から関連する制度等の基礎的情報
や具体的な動向について先行研究および現地インタビュー調
査から現状を概観する.

Ⅲ　先行研究

1.1   2017年韓国における体育・保健体育科教育の
　　 現状調査からみた課題
　「2017年韓国における体育・保健体育科教育の現状」佐藤
他(2018)では,韓国の体育教育課程基準は,2007年及び2011年
の改訂によって,それまでの技能を中核としたスポーツスキル・
ベースからライフスキル・ベースへの枠組みの体育学習にパラ
ダイムシフトが図られたことから,短期間で続けて改訂された
2015年改訂の浸透度も含めた学校現場における変化を現地調
査を通して明らかにしようとした.その際, 1)2009年度以降の学
習指導要領について,学校現場では,スポーツ・ベースから資質・
能力ベースへの変化をおおむね肯定的に捉えていること, 2)参
観した授業からは,日本に比べ技能の程度が低いと見受けられ
る生徒も比較的多くみられたことから,教員養成及び現職教員
における具体的な内容の調査の必要性が認められたこと等が
示唆された.

1.2   教員養成に関する課題
　2015年教育課程の改訂で重視された資質・能力を基盤とし
た学習指導観は,教員養成課程には反映されていない現状が
みられる.それゆえ,新しい教育課程に準じた教員養成課程の
編成とその教員養成の成果の検証が課題といえる.また,3年ご
とに行われる各大学の教育評価では情報機器の活用に関する
教育の充実が重視される項目に挙げられている.
　中等教員養成課程では,教科専門科目が中心となっており,
指導理論や教材論などの教科の指導法に関する科目が不十分
であるという課題も指摘されている（Lee and Choi, 2011；宮本
ほか,2010）.加えて,高倍率となっている教員採用試験の筆記試
験で高得点をとることに対して学生の意識が高まる一方,実践
的な知識や批判的な思考力を身に付けさせることも課題となっ
ていることが指摘されている.

1.3   韓国における教育行政制度
　韓国では中央に教育省が設置され,教育全般に関する政策
を所管している.地方には教育庁と教育支援庁とがあり,教育庁
は広域自治体である広域市や道などに設置されている機関で
地方の教育・学芸に関する事務を所管している.一方,教育支援
庁は教育庁の基礎自治体である市町村レベルに設置されてい
る教育庁の出先機関である.したがって,市町村レベルの自治体
は学校教育に関する権限を持っていない(文部科学省,2017）.

1.4  韓国における教員養成制度
　韓国では,小学校教員養成（以下,初等教員養成）と中学校お
よび高等学校教員養成（以下,中等教員養成）で異なる制度が
設けられ教員養成が行われている.初等教員養成は主に国立
教育大学が担い,国立教育大学10大学,私立大学1大学（梨花女
子大学初等教育科）で養成が行われている（黄ほか,1995；宮
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本ほか,2010）.初等教員養成課程の各大学の定員は,教員採用
の需要に応じて国により統制されている（宮本ほか,2010）.
　中等教員養成は,かつては師範大学だけで行われていた
が,開放性により拡大されて行われるようになっている（黄ほ
か,1995）.中等教員養成の養成校は,目的型教員養成（師範大学
や教育大学,一般大学の教育科）と開放型教員養成（一般大学
の教員養成課程）に大別できる（宮本ほか,2010）.目的型教員養
成では全学生が教員免許を取得できるが,開放型教員養成で
は,各大学で教員免許を取得できる人数が国により規制されて
いる（黄ほか,1995；宮本ほか,2010）

Ⅳ　結　　果

1.　訪問校及びインタビュー対象者
   本調査では,韓国における体育科教育の現状とその課題を明
らかにするため,韓国における体育科教員養成,現職教員研修
等で先進的な役割を果たしている大学及びそのキーパーソンと
なる研究者へのインタビューを行った.

1.1　訪問校  
1)　ソウル国立大学
　ソウル国立大学は,1946年に開設された韓国で最初の国立
大学であり,15の単科大学,大学院,11の専門職大学院から構成
される総合大学である.り,,,る.在籍する学部生は約16,500名,大
学院生は約11,600名である.15の単科大学のうちの1つに教育

（師範）大学があり,体育教育学科はそこに含まれている.

1.2 インタビュー対象者
1）  �Okseon Lee教授（ソウル国立大学保健体育学部）,著書に

「Landscape of secondary physical education teachers’ 
professional development in South Korea」他があり,体
育科教育学　東アジアスポーツ教育学会国際担当委員長
を務め,韓国の初等教育教員養成を専門としている.　　　

2）  �Euichang Choi 教授（ソウル国立大学保健体育学部）,著書
に「A systematic review of physical education teachers' 
continuing professional development」他があり,韓国スポー
ツ教育学会会長を務め,中等教育における体育科教育,職能
開発,カリキュラム開発を専門としている.

2.　現地インタビュー調査の概要
2.1　教員養成課程カリキュラム
2.1.1 初等教員養成課程
　国立教育大学の初等教員養成課程の科目や単位数は各大
学で概ね類似している.初等教員養成課程の必要単位数は,約
140単位であり,15教科の指導のための学修が求められるため
に一般的な大学の必要単位数よりも多くの単位が必要となる.
　初等教員養成課程では,中等教員養成課程よりも実習が重

視されている.例えば,2年次で観察実習,3年次で1週間の教育
実習,4年次で2週間の教育実習が2回,行われる.加えて,30時間
の学校体験活動が行われる(図1).
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図 1 初等教員養成のカリキュラムの概要(Euichang Choi 氏説明資料) 

 

5.1.2 中等教員養成課程 

図 1　初等教員養成のカリキュラムの概要
(Euichang Choi 氏説明資料 )

2.1.2  中等教員養成課程
　中等教員養成課程は,大学ごとに科目設定や単位数が異な
り,各大学の特色がみられる.ソウル国立大学では130単位が卒
業必要単位となる.保健体育科では,教科の指導法に関する科目

（カリキュラムや教授法など）,教科専門の理論的内容に関する
科目（バイオメカニクス,運動学,解剖学,スポーツ心理学,スポー
ツ社会学など）,実技科目（必修実技科目には水泳,陸上競技,体
操があり,18単位を選択する）などが設定されている.
　教育実習は,4年次に4週間の教育実習と30時間の学校体験
活動が行われる.学校体験活動は,教育,体育関係の機関への
ボランティア参加や担当者へのインタビューなど,担当教員によ
り特色のある多様な活動が行われる(図2). ．
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図 2  ソウル大学中等教員養成課程のカリキュラムの概要(Euichang Choi 氏説明資料) 

                                     

5.2.1. 韓国における教員採用 

 韓国では，初等学校教員免許を取得できるのは，国内 11 か所の教育大学（国公立大 10，

私立大１）だけである．また，中等学校（中学校・高等学校）教員免許許を取得できるの

は，国内の総合大学の教育学部や教員養成コースである． 

5.2.2. 採用区分（学校種，都道府県・区市町村） 

 韓国では，17 の地域（市・道）でそれぞれ公立学校（初等学校，中学校・高等学校）の

教員採用試験を実施している． 

5.2.3. 採用試験，試験の内容 

図 2  ソウル大学中等教員養成課程のカリキュラムの概要
(Euichang Choi 氏説明資料 )

2.2  韓国における教員採用
2.2.1   韓国における教員採用について
　韓国では,初等学校教員免許を取得できるのは,国内11か所
の教育大学（国公立大10,私立大１）だけである.また,中等学校

（中学校・高等学校）教員免許許を取得できるのは,国内の総
合大学の教育学部や教員養成コースである.
2.2. 採用区分（学校種,都道府県・区市町村）



32 佐藤ほか

　韓国では,17の地域（市・道）でそれぞれ公立学校（初等学校,
中学校・高等学校）の教員採用試験を実施している.

2.2.2  採用試験,試験の内容
　教員候 補者は,1992年より年１回行われているNational 
Teacher Employment Test（ＮＴＥＴ）を受け,合格すると公立
学校の教員になれる.17の地域（市・道）毎に,1次,2次試験を行
う.1次試験合格者数は,採用定員の1.5倍の数としている.試験
の内容について,以下の表1に示す.

  表 1 韓国の教員採用試験の内容
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 なお，試験の内容については，以前は多領域の内容についての多肢選択式のものであっ

たが，論理的思考力や問題解決力を問う論述式のものへ変更されている(図 3)． 
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2.2.3  倍率
　教員は,韓国でも最も人気の高い職種の１つである.中等学校

（中学校・高等学校）教員の志願倍率はとても高く,体育教員に
ついても同様であり,ソウル及びソウル付近では,2018年の教員
採用試験倍率は,ソウルで26.78倍,国全体で10.7倍である.初等
学校教員の志願倍率は,計画的に管理されているため低く保た
れている.教員採用試験不合格であった教員志願者は,採用試
験の勉強を続け,再度試験を受ける.なお,公私立学校で講師等
をすることもできる.各大学では,卒業生が教員採用試験勉強を
するための部屋を準備したり,図書館を開放したりしている.
　大学現役での合格率は,20％以下であり,卒業後,3年程度で
合格する者が多い.また,教職に限らず,公務員を目指す者のた
めの専門学校があり,通学する者もいる.

3. 韓国における教員研修
3.1 現職教員の現状
　韓国における現職教育は20 ～30年前と比較して非常に発
展してきた.学区（School district） は多くの研修機会を提供し

ており,教師たちが自らの専門的力量を高めることを奨励して
いる.さらに,研究や実践指導に関する教員同士のコミュニティ
が学校内外や地域間などにおいて大小様々にある.特に,ICT
やSNSなどが発達しているため,積極的にインターネットやサイ
バースペースを利用して交流している.成績優秀な学生の上位
約5％が公立学校の体育教師になっているのだが,彼らはICT
分野にも長けており,さまざまな要求に積極的に応えることがで
きるとともに,最新のテクノロジーや指導法も積極的に取り入れ
たりすることができるため現場の力となっている.
　現在,国が定めている必修研修については,新任教員に対し
ては年間90時間の研修が義務付けられている.教員免許には
1級教師と2級教師があるが,教員養成を卒業すると2級教師の
資格が得ることになる.雇用後3 ～5年の教師経験を経たのち
全教員は1級教師に昇格するため90時間の研修を受ける必要
がある.一方,全ての教員に対してはオンラインや現場などにお
ける年間60時間の研修参加が求められており,これは年一回実
施される教員評価における評価基準の一部となっている.その
ための支援として国は予算配当しており,2012年は教員1人あ
たり133ドル,2013年は177ドル,2014年は221ドルと年々増額さ
れ,2018年からは250ドルとなっている.また,いくつかの学区や
教育行政区（Education district）においても予算措置をしてい
るところがある.

3.2 現職教育の実施主体と体系
　韓国における現職教育の実施主体については,各諸機関に
よって行われるものと学校によって行われるものの大きく2つ
のタイプがあり,諸機関によって行われるものは大学が提供す
ることが多い.また,現職教育の体系についてはキャリアと職
務に基づいて4段階に分類されており, 1)初任者段階（Novice 
stage；職場への適応,基礎的技能,態度に関すること）, 2)成長
段階（Growing stage；指導や学級経営に必要な専門的資質
能力に関すること）, 3)改善・向上段階（Improving stage；中
堅教員に求められるリーダーシップに関すること）, 4)深化段階

（Deeping stage；教育的リーダーシップと学習を奨励する能力
に関すること）へとステップアップしていくことになる(図4).
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　また,教諭,副校長,校長,専門教諭など職務に基づいた資質
能力向上のためのプログラムも提供されている.現場のニーズ
に応じながらそれぞれの職務の核となる資質能力に基づいた
カリキュラムの配列とその遂行のための研修となっている.国

（教育省）はこのような体系的な研修による職能開発を期待し
ているものの,現実的にはまだあまり効果的に機能していない
のが実状である.
　ところで,教諭には一般教諭（General teacher）,指導教諭

（Master teacher）,副校長（Vice principal）,校長（Principal）4
つの異なる職位がある(図5).そのうち指導教諭は1級教師の資
格を得たのち20年以上の経験があり教育行政区において各教
科で設置される職位だが,それに選ばれる教師は少なくソウル
市内では体育の指導教諭は4名のみである.中等教育学校の体
育教師は週に16 ～20時間の授業時数を持つのに対して指導
教諭は10時間のみの授業時数ではあるが,そのぶん初任教師
の指導助言や学校全体のサポートを担う役割をもつ.ちなみに,
中等教育学校では体育の授業時数は週に3 ～4時間である.
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　現職教員研修の具体的内容は図6に示す通りである.これら
は教育行政区が定めたものである.以前はほとんど全ての教育
行政区は大学に依頼していたが,理論主体のプログラムが多い
という理由で依頼は減少し,最近ここ約15年は研究会（Teacher 
research group） に依頼するようになった.依然,大学に依頼す
ることもまだあるが,大学としては理論主体ではなく実践主体の
プログラムを提供することにシフトしている.このような背景に
は,最近の教師は教育学的理論や概念といった知識は有してお
り,そのようなものは求めていないという実態がある.Choi(2011)
の場合,6 ～7年前まではソウル市教育行政区認定のコースを2
週間60時間担当していたが,現在は個人的に小さな体育教師グ
ループに対して1週間に3時間,6週間の研修機会を提供してい
る.あくまでこれは私的なものであり,公的なものではない.そし
て,この取り組みは,Lee(2011)の研究プロジェクトの一部となっ
ている．

図 6  現職教員研修の具体的内容
　　　（ Euichang Choi 氏説明資料 )

4． 考察
　本研究で明らかになったことは次のとおりである．

4.1  教員養成・採用
　小学校教員養成と中学校および高等学校教員養成で異なる
制度が設けられ教員養成が行われている.小学校教員養成の
定員は,教員採用の需要に応じて国により統制されている.中等
教員養成の養成校は,目的型教員養成（師範大学や教育大学,
一般大学の教育科）と開放型教員養成（一般大学の教員養成
課程）に大別される.教育実習は,小学校教員養成で日本及び
中等教員養成に比較し期間が長い.
　2015年教育課程改訂に対応した大学教員養成の教育課程
の対応は,まだ十分とは言えない状況であり,教科専門科目が中
心となっており,指導理論や教材論などの教科の指導法に関す
る科目が不十分であるという課題も指摘されている.
　教員採用システム,教員採用試験内容等,大学の教員志願者
へのサポート等については,日韓で大きく異なることは見受けら
れない.日本では,各都道府県及び政令指定都市でそれぞれ試
験を実施している状況であるが,韓国では17の地域に区切って,
試験を実施している.韓国内で,学校教員は最も人気の高い職
種であり,志願倍率はとても高い.都市部は特に志願倍率が高
いと見受けられる.ソウル大学教育学部の成績最優秀の学生
は,公立学校の教員になっている.なお,卒業後3年程度で合格す
る者が多く,教員免許取得者,取得見込み者のほとんどが,教員
を目指している.中等教育においては,開放性を一部取り入れて
いるため,日本と同様に採用倍率が高い傾向がみられる.
　教員養成の段階では,いわゆる「実践的指導力」につながる資
質・能力育成に向けた教育課程の編成途上である.特に,ICTの
利活用能力の育成が重視されている.
　日本においては,教員養成は,開放性の原則に従い,小学校免
許の所得者が増加した.その結果として,供給過多といえる状況
が生じたため,大学課程認定基準の厳格化が示されたが,同時
に多忙化等の原因により教員志望者そのものが減少している
という危機的状況が生じており,小学校免許の所得システムに
ついては,韓国の採用する計画養成方式も今後,検討されてくる
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可能性もあろう.

4.2  現職教員研修
　韓国における現職教育は20 ～30年前と比較して非常に発
展してきた.学区（School district） は多くの研修機会を提供し
ており,教師たちが自らの専門的力量を高めることを奨励してい
る.卒業時に認定される2級免許と雇用後3 ～5年の教師経験
を経たのち全教員は1級教師に昇格するため90時間の研修を
受ける仕組みとなっている.
　すべての教員に対して,オンラインを含む60時間の研修が義
務図けられており,2012年は教員1人あたり133ドルであった研
修予算は,年々増額され,2018年は250ドルとなっている.さらに,
いくつかの学区や教育行政区（Education district）においても
独自の予算措置をしている.
　現職教育の体系についてはキャリアと職務に基づいて4段
階に分類されており,1)初任者段階,2)成長段階,3)改善・向上段
階,4)深化段階があり,このような体系的な研修による職能開
発を期待しているものの,効果的に機能していないという課題
も指摘される.研修内容は,理論主体のプログラムが多い大学
への依頼は減少し,最近約15年は研究会（Teacher research 
group） に依頼する傾向がみられる.
　日本においては,国が規定する法定研修及び免許更新講習
及び設置者(教育委員会)が提供する研修及び自発的に開催さ
れる研究会や校内研修によって,質保証が図られている.オンラ
インの義務化や二段階免許システムなどは,日本と異なる特徴
がみられることや,現職研修予算が増額されている現状は,質
保証という観点からも日本においても検討すべき点と言えよう.
　一方,2017年調査でみられた韓国学習指導要領(教育課程)
の改訂が短期間で行われている中で,「教育全体が目指す資質・
能力と体育の授業の関係性をどのように具体化していくのか」
という課題がみられたことから,こうした現職教員研修重視の
対策が,どのタイミングで大学の取り組み及び学校現場の変化
として現れてくるのか,引き続き調査を継続する必要がある.
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